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今回のポイント

3

3
デジタルシステム＆サービス、⽇⽴エナジーを中⼼に受注が堅調

1 3Q
実績

「3セクター(a)」
3Q累計

(a)⽇⽴Astemoを2023年10⽉16⽇に持分法適⽤会社化したため、「3セクター」で開⽰しています。「3セクター」は、「連結 合計」から「⽇⽴Astemo」の数値を差し引いたもので、
「その他」と「全社及び消去」の数値を含みます (b)2023年10⽉27⽇公表値との⽐較です (c)DSS：デジタルシステム&サービス (d)GEM：グリーンエナジー&モビリティ

(e)沖縄エリアを除きます

売上収益 2兆1,289億円(YoY +11%)、
Adj. EBITA 2,218億円(YoY +341億円)、増収増益

売上収益 6兆537億円(YoY +12%)、
Adj. EBITA 5,815億円(YoY +834億円)、増収増益

⼀般送配電事業者10社により設⽴された送配電システムズ合同会社から「次期中央給電指令所システム」を受注。
全国(e)の電⼒需給調整システムを共有化し、電⼒の安定供給に貢献

DSS(c)

⽇⽴エナジーがEPC事業者ペトロファック社(英)と共に、送電事業者テネット社(蘭・独)との140億ドルの包括
契約に基づく、北海洋上⾵⼒発電所向けプロジェクト(2件⽬)を受注。⽇⽴エナジーはHVDC変換所を提供

 トレニタリア社(伊)と⾼速鉄道⾞両約1,400億円の受注契約を締結

GEM(d)

3Q累計 受注⾼ 2兆641億円(YoY +9%)、受注残⾼ 約1.5兆円
 3Q累計 受注⾼ 2兆6,209億円(YoY +51%)、受注残⾼ 約4.3兆円 

- DSS
- ⽇⽴エナジー

「3セクター」で、売上収益 8兆2,856億円(前回⽐(b) +4%)、
Adj. EBITA 8,293億円(前回⽐ +113億円)と⾒通しを上⽅修正、
前年度⽐で増収増益2 通期

⾒通し
連結合計で、当期利益 5,300億円(前回⽐ +100億円)、
コアFCF 4,400億円(前回⽐ +1,000億円)となる⾒通し
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3セクター連結 合計(b)
単位：億円

21,28922,580売上収益
+11%[+8%](c)△16%YoY

2,2182,312Adjusted EBITA

+341+1YoY

10.4%10.2%Adjusted EBITA率

+0.6 pts+1.6 ptsYoY

2,4412,359四半期利益(親会社株主帰属)

+1,270+1,162YoY

1,474コア・フリー・キャッシュ・フロー

+971YoY

実績ハイライト (FY23 3Q)

5
(a)⽇⽴Astemoを2023年10⽉16⽇に持分法適⽤会社化したため、「3セクター」で開⽰しています
(b)連結合計の内、⽇⽴Astemoの売上収益は1,291億円、Adjusted EBITAは94億円です
(c)括弧内の数値は為替影響を除いたYoY増減率の概算値を表しています

• 「3セクター(a)」は、オーガニックで売上収益が成⻑(YoY +11%)、Adj. EBITAが341億円増加(YoY +18%)
• コアFCFは、上場⼦会社の再編影響がある中、キャッシュ・フロー経営の⼀層の強化と⽇⽴エナジーの

前受⾦等の増加により、前年同期⽐で増加

FY23 3Q
(期中平均)

FY22 3Q
(期中平均)

実績
為替レート

148円142円ドル

159円144円ユーロ
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セグメント別 実績 (FY23 3Q) (1/3)

概況
YoYFY23 3Q

単位：億円
Adj.

EBITA
売上
収益

Adj.
EBITA(a)

売上
収益

• セグメント全体では、増収増益
• フロントビジネスは、⾦融や公共、エネルギー分野など、⼤⼝システム更新案件への対応

やLumada事業が堅調に推移し、増収増益
• ITサービスは、セキュリティやクラウド関連、製造・流通向けサービスなどのLumada事業

が堅調に推移し、増収増益
• サービス＆プラットフォームは、GlobalLogicの成⻑、ストレージ販売の回復や

国内DX/クラウドサービスの増加も、事業再編の推進等により、売上収益は横ばい、
原価低減等推進で増益

• GlobalLogicは、前年同期⽐+18％(⽶ドルベース+13％)の増収、Adj. EBITA率20％
と⾼い収益性を維持し、増収増益

+161+9%8706,307デジタルシステム&
サービス +1.5 pts[+7%](b)13.8%

+131+19%3282,630フロント
ビジネス +3.5 pts12.5%

+21+10%2432,317ITサービス
△0.1 pts10.5%

+36±0%2722,464サービス&
プラットフォーム +1.5 pts11.0%

• セグメント全体では、⽇⽴エナジー・鉄道システム事業の堅調な推移により増収も、
パワーグリッド事業の関連費⽤により、Adj. EBITAは横ばい

• 原⼦⼒・⽇⽴パワーソリューションズ合計は、案件構成の変動があるも、
事業の堅調な推移により、増収増益

• ⽇⽴エナジーは、⼤規模な受注残からの売上転換や、引き続き好調な市場環境
により増収増益。増収と着実なオペレーションの実⾏により収益性が改善

• 鉄道システム事業は、⼤⼝案件進展による増収も、⼀部の低採算案件の影響等
により減益

+1+21%4737,827グリーンエナジー&
モビリティ △1.3 pts[+15%]6.0%

-+29%-363原⼦⼒

-+16%-263⽇⽴パワー
ソリューションズ

+6+32%62813原⼦⼒・⽇⽴パワー
ソリューションズ合計 △1.4 pts7.6%

+92+25%4204,843⽇⽴エナジー
+0.3 pts8.7%

△102-△131-関連費⽤(c)

△7+11%1262,171鉄道
△1.0 pts5.8%

セグメント別の調整後営業利益、EBIT、EBITDAは⽇⽴製作所 Webページに掲載の「補⾜資料」に記載しています
(a)パーセンテージはAdjusted EBITA率を表しています
(b)括弧内の数値は為替影響を除いたYoY増減率の概算値を表しています
(c)関連費⽤には、パワーグリッド事業買収に伴うPMIに係る費⽤等が含まれています
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セグメント別 実績 (FY23 3Q) (2/3)

概況
YoYFY23 3Q 

単位：億円
Adj.

EBITA
売上
収益

Adj.
EBITA

売上
収益

• セグメント全体では、計測分析システム事業(⽇⽴ハイテク)で減収減益も、
産業分野でのデジタルソリューション・プロダクトの増収増益により、売上収益
・Adj. EBITAともに横ばい

• ビルシステムBU(b)は、中国における新設昇降機の需要減があるも、ビルサービスの増加
により、売上収益横ばい、増益

• ⽣活・エコシステム事業は、国内需要低迷等により減収減益

• 計測分析システム事業(⽇⽴ハイテク)は、⽣化学免疫⾃動分析装置の需要は堅調も、
半導体製造装置の売上減少により、減収減益

• インダストリアルデジタルBUは、デジタルソリューション事業他の拡⼤やコスト削減等に
より増収増益

• ⽔・環境BUは、空調システム事業の拡⼤により増収増益

• インダストリアルプロダクツ事業は、事業の堅調な推移により増収増益

+4±0%7867,400コネクティブ
インダストリーズ +0.1 pts[△2%](a)10.6%

+19△1%2732,397ビルシステム
+0.9 pts11.4%

△7△7%70895⽣活・エコシステム
(⽇⽴GLS(c)) △0.2 pts7.8%

△65△7%1801,538計測分析システム
(⽇⽴ハイテク) △3.1 pts11.7%

+8+2%91866インダストリアル
デジタル +0.8 pts10.6%

+27+24%45469⽔・環境
+4.7 pts9.6%

+34+7%1341,173インダストリアル
プロダクツ

+2.4 pts11.5%

セグメント別の調整後営業利益、EBIT、EBITDAは⽇⽴製作所 Webページに掲載の「補⾜資料」に記載しています
(a)括弧内の数値は為替影響を除いたYoY増減率の概算値を表しています
(b)BU：ビジネスユニット
(c)⽇⽴GLS：⽇⽴グローバルライフソリューションズ
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セグメント別 実績 (FY23 3Q) (3/3)

概況
YoYFY23 3Q 

単位：億円
Adj.

EBITA
売上
収益

Adj.
EBITA

売上
収益

• 持分法適⽤会社化により⽇⽴連結合計にはFY23 10⽉まで計上
△186△74%941,291⽇⽴Astemo

+1.6 pts[△75%](a)7.3%

• ⽇⽴連結合計にFY22 8⽉まで計上
±0±0%00⽇⽴建機

--

• 前年度における⽇⽴⾦属株式の売却による影響
(前年度は⽇⽴連結合計にFY22 3Qまで計上)

△154△100%00⽇⽴⾦属
--

• 海外・国内販売会社等
+40+10%561,262その他

+3.1 pts[+9%]4.5%

• 全社共通の経営基盤更新費⽤、⽇⽴建機・⽇⽴Astemoの持分法損益 他+132-31△1,508全社及び消去

+1△16%2,31222,580連結 合計
+1.6 pts[△19%]10.2%

セグメント別の調整後営業利益、EBIT、EBITDAは⽇⽴製作所 Webページに掲載の「補⾜資料」に記載しています
(a)括弧内の数値は為替影響を除いたYoY増減率の概算値を表しています
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売上収益

Adjusted EBITA

単位：億円

単位：億円

売上収益・Adjusted EBITA 増減内訳 (FY23 3Q 連結合計)

FY22 3Q
142円/ドル

144円/ユーロ

FY23 3Q
148円/ドル

159円/ユーロ

⊕ 事業規模増
⊕ 売価変動
⊖ 償却費及び事業開発投資増
⊖ 需要増に対応した体制強化等

⊕⽇⽴エナジー
⊕ フロントビジネス (デジタルシステム&サービス)
⊕ ITサービス (デジタルシステム&サービス)
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前年同期⽐2023年度 第3四半期累計2022年度 第3四半期累計単位：億円
+1,6275,4283,800営業キャッシュ・フロー
△267△1,720△1,452投資キャッシュ・フロー

+1,3603,7082,348フリー・キャッシュ・フロー
+1,9362,685749コア・フリー・キャッシュ・フロー

財政状態およびキャッシュ・フロー

10

財政状態

キャッシュ・フロー

(a)CCC：Cash Conversion Cycle

前年度末⽐2023年度 第3四半期末2022年度末単位：億円
△4,282120,732125,014資産合計

+3108,6438,332現⾦及び現⾦同等物
△1,54127,20828,749売上債権及び契約資産
△5,16066,49871,658負債合計
△4,58717,54522,133有利⼦負債
+3,35852,78649,428親会社株主持分

△2,4791,4473,927⾮⽀配持分

△6.6⽇51.5⽇58.1⽇運転資⾦⼿持⽇数 (CCC(a))
+4.2 pts43.7%39.5%親会社株主持分⽐率

△0.09 pts0.32倍0.41倍D/Eレシオ
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6,490 

6,300 8,200

4,660
5,5002,150
2,70019,600

23,300 

FY22 FY23 ⾒通し

6,9001,540 

1,550 1,800

1,100
1,410570
7204,760 

5,680 

FY22 3Q FY23 3Q

6,621 7,248 8,293

FY21 FY22 FY23 ⾒通しFY21 FY22 FY23 ⾒通し

Lumada事業

デジタルエンジニアリング システムインテグレーション

Lumada事業 売上収益(a)
単位：億円

コネクテッドプロダクト マネージドサービス

約15%

Adj. EBITA率

11

Lumada事業の拡⼤

(YoY +19%)
約14%

Lumada Lumada以外Lumada事業⽐率

デジタルシステム&サービス
10,400

(YoY +21%)

グリーンエナジー&
モビリティ
3,900

(YoY +23%)

コネクティブインダストリーズ
9,000

(YoY +15%)

Lumada事業 売上収益 セグメント内訳 (FY23)

売上収益 Adj. EBITA

FY22 FY23 ⾒通し

66,992
76,382 82,856

13,780 19,600 23,300

FY21 FY22 FY23 ⾒通しFY21 FY22 FY23 ⾒通し

21%
26% 28%

26%
38% 41%

Lumada⽐率

(YoY +19%)

1,750

FY22 3Q FY23 3Q

(a)⽇⽴Astemoを除く

(b)DSS：デジタルシステム&サービス (c)GEM：グリーンエナジー&モビリティ (d)CI：コネクティブインダストリーズ

• DSSの電⼒会社向け基幹システムと⽇⽴エナジーの需給調整市場向けシステムの豊富な開発・導⼊実績により、送配電システムズ合同会社から、
10⽉末に中央給電指令所システムを受注。 本中給システムに活⽤する⽇⽴エナジーのパッケージソリューションの開発をGlobalLogicが⽀援

• GlobalLogicが、12⽉13⽇にオーストラリア、12⽉19⽇に⽶国のデジタルエンジニアリング企業2社の買収契約を締結
• サントリー⾷品と協創し、原材料⼊荷から製造、物流、倉庫保管までの情報を⼀元管理するチェーントレーサビリティシステムを開発、

清涼飲料の国内全⼯場・倉庫で運⽤開始
• 国内外で⽣成AI関連100件超の受注獲得。⽣成AIの社内利⽤環境を国内約3万⼈で開始、4⽉よりグループ全社員に順次拡充予定
• 現場データの収集技術や⽣成AIを活⽤した「現場拡張メタバース」を開発、原⼦⼒・鉄道分野など多様な産業分野への適⽤をめざす

GEM(c)

DSS

DSS(b)

CI(d)

GEMDSS CI
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3. 2023年度 ⾒通し
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3セクター連結 合計(b)

今回前回今回前回単位：億円

82,85680,00094,50091,500売上収益
+8%[+6%](c)△13%YoY

8,2938,1808,8008,650Adjusted EBITA
+1,044△46YoY

10.0%10.2%9.3%9.5%Adjusted EBITA率
+0.5 pts+1.2 ptsYoY

5,4685,3305,3005,200当期利益(親会社株主帰属)
△949△1,191YoY

588円573円570円559円EPS
△88円△114円YoY

4,4003,400コア・フリー・キャッシュ・フロー
+236YoY

8.2%8.0%ROIC
+0.6 ptsYoY

⾒通しハイライト (FY23)

13

為替感応度(d) (FY23 4Q)前提
為替レート Adj. EBITA売上収益

+2億円+30億円140円ドル
+1億円+15億円150円ユーロ

• 全ての利益項⽬で上⽅修正。「3セクター(a)」は、売上収益の成⻑(YoY +8%)、Adj. EBITAの増加1,044億円
(YoY +14%)を実現

• キャッシュ・フロー経営の⼀層の強化と⽇⽴エナジーの前受⾦等の増加により、コアFCFを1,000億円上⽅修正

(a)⽇⽴Astemoを2023年10⽉16⽇に持分法適⽤会社化したため、「3セクター」で開⽰しています
(b)連結合計の内、⽇⽴Astemoの売上収益は11,643億円、Adjusted EBITAは506億円、当期利益は△168億円です
(c)括弧内の数値は為替影響を除いたYoY増減率の概算値を表しています (d)前提為替レートから1円安となった場合の業績影響額です
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⾒通しハイライト (FY23)

概況
前回⾒通し⽐YoYFY23 ⾒通し

単位：億円
Adj.

EBITA
売上
収益

Adj.
EBITA

売上
収益

Adj.
EBITA(a)

売上
収益

• 前回⽐ ：セグメント全体では、売上収益を800億円、
Adj. EBITAを110億円上⽅修正

• 前年度⽐：セグメント全体では、デジタル需要を刈り取り、
Lumada事業を拡⼤し、増収増益の⾒通し

• 前年度⽐：GlobalLogicは、北⽶・欧州の景気後退・投資抑制影響
あるも、成⻑を継続し、増収増益の⾒通し

+110+3%+272+7%3,210  25,500  デジタルシステム&
サービス ±0.0 pts+0.3 pts[+5%](b)12.6%

±0±0%+68+22%520  2,520  GlobalLogic
(スタンド・アローン(c))

±0.0 pts△1.2 pts20.6%

• 前回⽐ ：セグメント全体では、売上収益を1,900億円、
Adj. EBITAを40億円上⽅修正

• 前年度⽐：⽇⽴エナジーは、受注残の着実な売上転換や
サプライチェーン管理、⽣産能⼒の強化により、
増収増益の⾒通し

• 前年度⽐：鉄道システム事業は、⼤⼝案件の進展により、
増収増益の⾒通し

+40+7%+264+20%1,900  29,700  グリーンエナジー&
モビリティ △0.3 pts△0.2 pts[+15%]6.4%

+116+8%+477+28%1,487  18,035  ⽇⽴エナジー
(スタンド・アローン) ±0.0 pts+1.1 pts8.2%

+10+2%+96+13%572  8,286  鉄道
±0.0 pts+0.4 pts6.9%

• 前回⽐ ：セグメント全体では、変更なし

• 前年度⽐：ビルシステムBUは、中国における新設昇降機の
需要減があるも、ビルサービスの増加により、
売上収益横ばい、増益の⾒通し

• 前年度⽐：計測分析システム事業(⽇⽴ハイテク)は、
半導体製造装置の売上減少や開発費の増加等により、
売上収益横ばい、減益の⾒通し

±0±0%+178+1%3,300  30,000  コネクティブ
インダストリーズ ±0.0 pts+0.5 pts[±0%]11.0%

+45+3%+56±0%892  8,900  ビルシステム
+0.2 pts+0.6 pts10.0%

±0±0%△123△1%803  6,700  計測分析システム
(⽇⽴ハイテク) ±0.0 pts△1.7 pts12.0%

• 持分法適⽤会社化により⽇⽴連結合計にFY23 10⽉まで計上
+36+1%△227△39%506  11,643  ⽇⽴Astemo

+0.3 pts+0.6 pts[△41%]4.4%

+150+3%△46△13%8,800  94,500  連結 合計
△0.2 pts+1.2 pts[△15%]9.3%

セグメント別の調整後営業利益、EBIT、EBITDAは⽇⽴製作所 Webページに掲載の「補⾜資料」に記載しています
(a)パーセンテージはAdjusted EBITA率を表しています (b)括弧内の数値は為替影響を除いたYoY増減率の概算値を表しています
(c)スタンド・アローンには、買収に伴う関連費⽤は含まれていません
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売上収益

Adjusted EBITA

単位：億円

単位：億円

売上収益・Adjusted EBITA 増減内訳 (FY23 連結合計)

⊕ 事業規模増
⊕ 売価変動
⊖ 部材価格⾼騰影響
⊖ 償却費及び事業開発投資増
⊖ 需要増に対応した体制強化等

⊕ ⽇⽴エナジー
⊕ ⽇⽴Astemo
⊕ フロントビジネス (デジタルシステム&サービス)
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4. 参考資料
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3セクター連結 合計(b)
単位：億円

60,53772,181売上収益
+12%[+9%](c)△11%YoY

5,8156,322Adjusted EBITA

+834+79YoY

9.6%8.8%Adjusted EBITA率

+0.4 pts+1.1 ptsYoY

4,6194,450四半期利益(親会社株主帰属)

+1,755+1,528YoY

2,685コア・フリー・キャッシュ・フロー

+1,936YoY

実績ハイライト (FY23 3Q累計)

17

• 「3セクター(a)」は、オーガニックで売上収益が成⻑(YoY +12%)、Adj. EBITAが834億円増加(YoY +17%)
• コアFCFは、上場⼦会社の再編影響がある中、キャッシュ・フロー経営の⼀層の強化と

⽇⽴エナジーの前受⾦等の増加により、前年同期⽐で増加

(a)⽇⽴Astemoを2023年10⽉16⽇に持分法適⽤会社化したため、「3セクター」で開⽰しています
(b)連結合計の内、⽇⽴Astemoの売上収益は11,643億円、Adjusted EBITAは506億円、四半期利益は△168億円です
(c)括弧内の数値は為替影響を除いたYoY増減率の概算値を表しています
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実績ハイライト (FY23 3Q累計)

概況
YoY3Q累計 実績

単位：億円
Adj.

EBITA
売上
収益

Adj.
EBITA(a)

売上
収益

• セグメント全体では、デジタル需要を刈り取り、Lumada事業を拡⼤し、増収増益
• GlobalLogicは、北⽶・欧州の景気後退・投資抑制影響あるも、成⻑を継続し、増収増益

+337+9%2,220  18,232  デジタルシステム&
サービス +1.0 pts[+7%](b)12.2%

+23+21%366  1,855  GlobalLogic
(スタンド・アローン(c)) △2.8 pts19.7%

• セグメント全体では、増収増益
• ⽇⽴エナジーは、⼤規模な受注残の着実な実⾏と、エネルギー転換の加速を背景とした

好調な受注により増収増益
• 鉄道システム事業は、⼤⼝案件の進展および案件構成差による収益性改善により増収増益

+254+25%1,269  21,284  グリーンエナジー&
モビリティ +0.1 pts[+19%]6.0%

+356+29%1,053  13,116  ⽇⽴エナジー
(スタンド・アローン) +1.2 pts8.0%

+111+19%395  6,074  鉄道
+0.9 pts6.5%

• セグメント全体では、インダストリアルプロダクツ事業等で増収も、計測分析システム事業
(⽇⽴ハイテク)における半導体製造装置の売上減少により減益

• ビルシステムBUは、中国における新設昇降機の需要減があるも、ビルサービスの増加により、
売上収益横ばい、増益

• 計測分析システム事業(⽇⽴ハイテク)は、半導体製造装置の売上減少により減収減益

△29+2%2,244  22,038  コネクティブ
インダストリーズ △0.3 pts[+1%]10.2%

+85±0%801  7,083  ビルシステム
+1.2 pts11.3%

△279△6%504  4,710  計測分析システム
(⽇⽴ハイテク) △4.9 pts10.7%

• 持分法適⽤会社化により⽇⽴連結合計にFY23 10⽉まで計上
+108△15%506  11,643  ⽇⽴Astemo

+1.5 pts[△18%]4.4%

+79△11%6,322  72,181  連結 合計
+1.1 pts[△13%]8.8%

セグメント別の調整後営業利益、EBIT、EBITDAは⽇⽴製作所 Webページに掲載の「補⾜資料」に記載しています
(a)パーセンテージはAdjusted EBITA率を表しています
(b)括弧内の数値は為替影響を除いたYoY増減率の概算値を表しています
(c)スタンド・アローンには、買収に伴う関連費⽤は含まれていません
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連結損益計算書

19

前回
⾒通し⽐YoYFY23FY22YoYFY23

3Q累計
FY22

3Q累計YoYFY23 3QFY22 3Q
単位：億円

+3%△13%94,500108,811△11%72,18181,087△16%22,58026,920売上収益

+200△817,4007,481△175,2575,274△262,0022,028調整後営業利益

△97+24+553+528+86+426+340+20+93+73持分法損益

+47+10+847+836+11+638+627+7+216+209
買収に伴う
無形資産等の償却費
(⾜し戻し)

+150△468,8008,846+796,3226,242+12,3122,311Adjusted EBITA

△230△2,003+970+2,973+316+966+649+866+854△11事業再編等損益

△47△10△847△836△11△638△627△7△216△209買収に伴う
無形資産等の償却費

+277+1,504△1,023(b)
△1,392+580△131△711+7△48△55事業構造改⾰関連費⽤(a)

△1,134+959+152△807+580+368△212その他

+150△5567,9008,456+1,9256,6704,745+1,4493,2711,822EBIT

±0△143△400△256△72△249△177+4△70△75利息収⽀

△50△668△1,830△1,161△426△1,656△1,229△342△758△416税⾦費⽤
[充当率] [24.4%][14.2%]

±0+177△370△547+102△314△416+51△81△132⾮⽀配持分控除

+100△1,1915,3006,491+1,5284,4502,922+1,1622,3591,197当期利益
(親会社株主帰属)

(a)事業構造改⾰関連費⽤には、減損損失および特別退職⾦が含まれています
(b)「事業構造改⾰関連費⽤」と「その他」の合計です
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地域別売上収益 (FY23 3Q累計)

20

海外 合計その他地域欧州北⽶ASEAN・
インド他中国⽇本単位：億円

6,4024151,7642,5351,43025611,830デジタルシステム&
サービス

+3%+8%+9%+5%△1%△27%+12%YoY

18,7373,4197,2964,6421,8671,5112,546グリーンエナジー&
モビリティ

+28%+42%+24%+43%+10%+9%+4%YoY

11,6302651,4371,9372,0735,91710,407コネクティブ
インダストリーズ

△1%△4%△4%△1%+3%△1%+4%YoY

36,9964,09610,5009,1225,5777,69923,5413セクター(a) 合計
+13%+32%+16%+19%+6%△1%+11%YoY

61%7%17%15%9%13%39%構成⽐
8,9138931,0083,0562,2941,6612,730⽇⽴Astemo
△14%+6%△9%△3%△22%△29%△20%YoY

45,9094,99011,50812,1787,8719,36026,271連結 合計
△12%△9%+1%△16%△21%△15%△9%YoY(b)

64%7%16%17%11%13%36%構成⽐

(a)⽇⽴Astemoを2023年10⽉16⽇に持分法適⽤会社化したため、「3セクター」で開⽰しています
(b)連結合計のYoYは、⽇⽴建機と⽇⽴⾦属を含んだ前年度実績との⽐較です
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セグメント別 受注⾼

YoYFY23 
3Q累計YoYFY23 3Q単位：億円

+9%20,641+2%6,631
デジタルシステム&
サービス

+10%9,545△4%2,885
フロント
ビジネス

+11%7,557+13%2,442
ITサービス

+4%7,224±0%2,464
サービス&
プラットフォーム

+29%35,410+4%13,400
グリーンエナジー&
モビリティ

+17%1,061△32%269
原⼦⼒

△1%716+12%242
⽇⽴パワー
ソリューションズ

+51%26,209+72%9,517
⽇⽴エナジー

△15%6,920△53%3,160
鉄道

YoYFY23 
3Q累計YoYFY23 3Q

△1%22,841+1%7,281
コネクティブ
インダストリーズ

△7%6,972+5%2,134
ビルシステム

△3%2,766△7%895
⽣活・エコシステム
(⽇⽴GLS)

△6%4,640+1%1,547
計測分析システム
(⽇⽴ハイテク)

+11%2,655+4%834
インダストリアル
デジタル

+7%1,684△12%499
⽔・環境

+3%3,801±0%1,277
インダストリアル
プロダクツ

• 鉄道システム・原⼦⼒事業で前年同期の⼤⼝受注の反動減があるも、⽇⽴エナジーを中⼼に堅調に推移
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内容項⽬
「連結 合計」から「⽇⽴Astemo」の数値を差し引いたもので、「その他」と「全社及び消去」の数値を含む3セクター
調整後営業利益から買収に伴う無形資産等の償却費を⾜し戻し、持分法損益を加算して算出した指標。Adjusted earnings 
before interest, taxes and amortizationの略

Adjusted EBITA

買収直後に被買収会社の資産・負債を時価評価し、のれんから無形資産等に振り替え、当該無形資産等を⼀定の耐⽤年数で
償却した費⽤。⽀払済みの取得対価の内数であり、ノンキャッシュ費⽤

買収に伴う無形資産等の償却費

売上収益から売上原価ならびに販売費及び⼀般管理費の額を減算して算出した指標調整後営業利益
税引前利益から受取利息の額を減算し、⽀払利息の額を加算して算出した指標。Earnings before interest and taxesの略EBIT (受取利息及び⽀払利息調

整後税引前利益)
税引前利益から受取利息の額を減算し、⽀払利息及び減価償却費(有形および無形)を加算して算出した指標。Earnings before 
interest, taxes, depreciation and amortizationの略

EBITDA (受取利息、⽀払利息及
び減価償却費調整後税引前利益)

「(税引後の調整後営業利益 + 持分法損益)÷投下資本×100」により算出した指標。Return on invested capitalの略。なお、
税引後の調整後営業利益=調整後営業利益×(1 – 税⾦負担率)、投下資本=有利⼦負債 + 資本の部合計を⽰す

ROIC(投下資本利益率)

フリー・キャッシュ・フローから、M&Aや資産売却他にかかるキャッシュ・フローを除いた経常的なキャッシュ・フローコア・フリー・キャッシュ・フロー
基本1株当たり親会社株主に帰属する当期利益。2023年度⾒通しのEPSの算定上の基礎となる株式数は、929,607,018株EPS (Earnings per share)
⾦融・公共・社会インフラ(電⼒、交通、通信等)向けシステムインテグレーション・ソフトウェア・ハードウェアの販売・保守・メンテナンス
及び関連サービス・コンサルティング、および制御システム事業

フロントビジネス

⽇⽴ソリューションズ、⽇⽴システムズの事業ITサービス
デジタルソリューション(AI、IoTプラットフォーム、ソフトウェア、クラウドサービス等)、ITプロダクツ(ストレージ、サーバ)の販売、保守・メンテナンス
事業など

サービス＆プラットフォーム

22

注記

前年度⽐較について項⽬
2022年度までITサービスに計上されていた⽇⽴コンサルティングジャパンの数値は、2023年度よりサービス&プラットフォームに計上。
デジタルシステム&サービスセグメントの対前年度⽐較は、この変更を2022年度に遡及した数値と⽐較

デジタルシステム&サービス

2022年度までエネルギーBUに計上されていた事業が独⽴したもの。グリーンエナジー＆モビリティの対前年度⽐較は、この変更を
2022年度に遡及した数値と⽐較

⽇⽴パワーソリューションズ

2022年度までエネルギーBUに計上されていた事業マネジメント強化統括本部の数値は、2023年度より「その他」に計上。
グリーンエナジー＆モビリティセグメントと「その他」の対前年度⽐較は、この変更を2022年度に遡及した数値と⽐較

グリーンエナジー＆モビリティ
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将来予想に関する記述

＜将来の⾒通しに関するリスク情報＞
本資料における当社の今後の計画、⾒通し、戦略等の将来予想に関する記述は、当社が現時点で合理的であると判断する⼀定の
前提に基づいており、実際の業績等の結果は⾒通しと⼤きく異なることがありえます。
その要因のうち、主なものは以下の通りです。

・主要市場における経済状況及び需要の急激な変動
・為替相場変動
・資⾦調達環境
・株式相場変動
・原材料・部品の不⾜及び価格の変動
・信⽤供与を⾏った取引先の財政状態
・主要市場・事業拠点（特に⽇本、アジア、⽶国及び欧州）における政治・社会状況及び貿易規制等各種規制
・気候変動対策に関する規制強化等への対応
・情報システムへの依存及び機密情報の管理
・⼈財の確保
・新技術を⽤いた製品の開発、タイムリーな市場投⼊、低コスト⽣産を実現する当社及び⼦会社の能⼒
・COVID-19の流⾏による社会的・経済的影響の悪化
・地震・津波等の⾃然災害、気候変動、感染症の流⾏及びテロ・紛争等による政治的・社会的混乱
・⻑期請負契約等における⾒積り、コストの変動及び契約の解除
・価格競争の激化
・製品等の需給の変動
・製品等の需給、為替相場及び原材料価格の変動並びに原材料・部品の不⾜に対応する当社及び⼦会社の能⼒
・コスト構造改⾰施策の実施
・社会イノベーション事業強化に係る戦略
・企業買収、事業の合弁及び戦略的提携の実施並びにこれらに関連する費⽤の発⽣
・事業再構築のための施策の実施
・持分法適⽤会社への投資に係る損失
・当社、⼦会社⼜は持分法適⽤会社に対する訴訟その他の法的⼿続
・製品やサービスに関する⽋陥・瑕疵等
・⾃社の知的財産の保護及び他社の知的財産の利⽤の確保
・退職給付に係る負債の算定における⾒積り






